










（ 続紙 １ ）                             















































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
本論文は、1956年から1960年にかけての日米安全保障条約及び関連取極の改定
・策定過程を対象とした実証的研究である。 
安保改定に至る過程に関する実証研究はかなりの蓄積があるが、その多くは、
日米安保体制に関わるいわゆる「密約」問題を含め、日米二国間の交渉過程を明
らかにすることに関心を集中させてきた。対して本研究は新たに公開された日米
両国の一次史料を踏まえつつ、安保改定交渉を東アジアにおける安全保障環境の
文脈に位置づけようとしている点で独創的であり、学界に新たな知見をもたらす
ものと言える。 
特に本論文の評価すべき第一点は、米国の日米安保条約改定への動きと、米国
の東アジア安全保障政策の変化との連動性を示したことである。1950年代中期の
段階で安保改定に否定的だった米国がその姿勢を変えた背景には、東アジアにお
ける集団防衛体制構築を目指していた米国が、50年代末までにその目標を事実上
放棄した政策変化と、日本による海外派兵を条件とすることなく安保改定を容認
する姿勢への移行が連動していた点を本論文は明らかにした。更に、事前協議制
度に関する交渉でも朝鮮半島有事への対応を中心に地域的安全保障への関心を日
米が共有し、また、米国が韓国、台湾にも安保改定関連の情報を提供していた点
を論証したことの意義は大きい。 
第二点として、本論文は日米の一次史料を幅広く利用し、両国政府内の政策形
成過程を従来の研究水準を超えて明らかにした事が指摘できる。本論文では、19
57年の岸信介訪米前に外務省が行った対米交渉が米政府内の政策過程に一定の影
響を及ぼした点や、1958年8月の第二次台湾海峡危機での日本側の対米支持姿勢
が米軍の対日不信感を和らげた点、事前協議制に関する合意が池田内閣に順調に
継承された点など、従来の研究では強調されて来なかった日米両国間の安全保障
認識の共有過程が明らかにされている。 
もちろん本論文に問題がないわけではない。日米両国史料の異同についてより
詳細な分析が求められる点や、史料分析に集中する余り、著者の主張が明確に表
現できていない点も散見される。しかしこれら諸点は、研究対象となる期間を前
後に広げることと合わせて今後研究を更に進めていく上での課題と見なされるべ
きであり、本論文の学術上の価値をいささかも損なうものではなく、本論文が日
米安保体制研究にもたらした意義は明らかである。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいもので
あり、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認め
られる。 
  
また、平成30年1月25日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
た結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公
表に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認
める。 
 
